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イラン紛争とホルムズ危機の現状と 

日本企業が取るべき供給網レジリエンス対応 

大野 有生 CEO・物流 AI アーキテクト 

（専門分野：生成 AI 技術研究・開発、サプライチェーン戦略、地政学・マクロ経済） 

Nexgen Japan 株式会社 

大手 IT 企業・外資系金融企業にて AI・DX・サプライチェーン改革を主導する。生成 AI とサプライチェーン戦略を組み

合わせた企業向けアドバイザリーを行うと共に、地政学リスク下の供給網レジリエンス設計の研究・講義に従事。 

 1. 何が起きたか――2026 年 2 月末からの事態を振り返る 

2026 年 2 月末の米・イスラエルによるイラン攻撃を境に、世界の石油貿易の 4 分の 1 超が通過す

るホルムズ海峡の通航環境が急変した。「封鎖か否か」の定義論争に意味はない。海運各社が通航

を停止し保険が事実上機能しなくなった時点で、商流は「実務上の閉塞」を迎えていた。 

 

図表 1. 2026 年ホルムズ危機の経緯  

時期（2026 年） 出来事 

2 月 28 日 米・イスラエルがイランを攻撃。イラン側がホルムズ海峡の「封鎖」を宣言し、日本

の主要海運 3 社が即日通航を停止した。 

3 月上旬 ロイズが戦争リスク指定海域を拡張し、保険料が船価比で約 12 倍に急騰。タンカー運

賃も日額 42 万ドルへ跳ね上がり、主要船社が 3 種の緊急サーチャージを一斉導入し

た。 

3 月中旬 IEA(Internation Energy Agency; 国際エネルギー機関)と経産省が備蓄放出・義務引下

げで供給を下支えする一方、石化業界は国内の稼働調整を開始。IMO が海上回廊の議

論を始めたが、日本関係船 45 隻超は湾岸での足止めが続いた。 

3 月下旬 経産省が国家備蓄約 850 万 kL の放出を決定し、合計 238 日分の備蓄を確認。アルミ

のプレミアム急騰を日本の買い手が受け入れる一方、UNCTAD(United Nations 

Conference on Trade and Development; 国連貿易開発会議)が通航急減によるエネルギ

ー・肥料供給リスクを国際的に警告した。Development; 国連貿易開発会議)が海峡通

航急減による交易・エネルギー・肥料供給リスクを整理・公表。 

3 月末時点 イランが「非敵対的」船舶の通航を容認し得ると示唆したが、保険・安全条件の実態

改善は不透明。Chubb が付保枠を提供するなど民間側の対応も動き始めたが、情勢は

依然として流動的。 

 

今次危機の核心は「物理途絶」と「経済途絶」の同時発生だ。海峡が物理的に開いていても、保

険・安全・採算の条件が揃わなければ船は動かない。「通航再開」の報道を見て安易に楽観するの

は危険だ。 



Nexgen Expert View 2026 | Supply Chain Resilience Series 

2 

© Nexgen Japan Inc. All Rights Reserved. 

 2. 日本への影響――エネルギーだけでない「4 経路の同時波及」 

「石油ショック」というイメージで本危機を語ると、実態の半分しか見えない。日本への波及は、

エネルギー・海上輸送・非エネルギー素材・政策介入の 4 経路を通じて同時進行した。 

 

 

図表 2. 日本への影響 波及の連鎖 

 

これらは独立した問題ではなく連動する。保険料上昇が輸送費を押し上げ、輸送費上昇が素材の着

地コストを押し上げ、製造・食品のコスト構造に伝播するという連鎖構造を持つ。 

 

2.1 エネルギー――備蓄 238 日分が示すものと隠すもの 

資源エネルギー庁の 2026 年 3 月末時点の推計では、国家・民間・共同の合計備蓄は 238 日分（国

家 146 日＋民間 86 日＋産油国共同 6 日）に達している。政府は民間備蓄義務を 70 日→55 日へ引

き下げ、国家備蓄約 850 万 kL の放出を決定。IEA の協調放出（400 百万バレル）とあわせて当面

の「量の確保」は一定程度実現している。 

しかし「量の確保」と「輸送の実務成立」は別問題だ。備蓄を放出しても、輸入再開の見通しが立

たなければ時間稼ぎにしかならない。電力・ガス料金は燃料費調整の仕組み上、2〜4 ヶ月のタイ

ムラグがある。原油価格が現在高騰していても、家計・企業への本格的なコスト転化は数ヶ月後

だ。 

2.2 海上輸送――「ベース運賃より追加料金が主戦場」 

コンテナ運賃の世界平均指標（Drewry WCI）は 2026 年 3 月時点で上昇率が限定的だった。しか

しこれは実態を捉えていない。真の「主戦場」はベース運賃ではなく追加料金だ。緊急燃料サーチ

ャージ（Maersk 例：200USD/TEU）・緊急紛争サーチャージ（CMA CGM 例：

4

1

3

2

ホルムズ海峡の閉塞

エネルギー（原油・LNG）枯渇
中東依存度約95%（うちホルムズ経由約70%）の量と価格
のショック。

海上輸送（実務とコスト）
①物理途絶（そもそも積めない／出られない） vs ②経済途絶
（保険・傭船・乗組員安全の制約で採算が合わず動かない）

非エネルギー重要物資
ナフサやLPGなどが素材の上流を直撃し、包装材・樹脂・塗
料等の供給不安として、製造業の広い裾野へ遅れて波及

政策介入
備蓄放出、補助金、国際協調（IEA/IMO）による防波堤効果
はその場しのぎ。2－4か月後の燃料費調整で経済波及
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2,000USD/TEU）・戦争リスクサーチャージ（Hapag-Lloyd 例：1,500USD/TEU）の 3 種が短期

の告知で積み重なる構造になっている。 

さらに、BIMCO の War Risks 条項により船社側には危険航路の拒否権・迂回権が発生している。

「お金を積めば輸送してもらえる」という前提が崩れた。 

 

図表 3. サーチャージの高騰 

2.3 非エネルギー素材――見えにくい「3〜4 ヶ月後の本丸」 

石油化学工業協会が公表した通り、中東ナフサへの依存度は約 4 割。エチレン→樹脂→包装材・部

材という川下への波及は幅広い製造業に及ぶ。在庫バッファは 3.5〜4 ヶ月程度あるため、「今は

問題ない」と認識している企業が多いが、これが最も危ない。中東の尿素輸出価格は大幅に上昇し

農業・食品・外食へ波及する間接コストも生じる。アルミは供給不確実性がプレミアムを押し上げ

ており、日本の買い手が受入れを余儀なくされた事例も報じられている。 

 

図表 4. 産業セクターの連鎖 

 

2.4 政府の対応：「量の確保」と「枠組みの整備」は前進した 

経済産業省は備蓄義務の引下げと国家備蓄放出を速やかに実施し、国土交通省は IMO 理事会でホ

•尿素高騰（700ドル/トン超）に

よる肥料・飼料コスト上昇。農
業→食品→外食へ波及

•価格転嫁の遅延により、利益
の薄い領域から局所的な供
給減（需給逼迫）が発生。

•複数部材の納期ばらつき

生産計画の見直し(遅れ)

完成品在庫と部材欠品が同
時発生

•原料制約と輸送費上昇が同
時に来ており既に顕在化

•ナフサ不足により製油所稼働
率69.1%へ低下

•ガソリン在庫約10%減

量制約が下流の樹脂等へダイ
レクトに連鎖。

化学・素材セクター 自動車・機械セクター 食品・農業セクター物流・貿易

•追加料金が短期間で提示さ
れ、既に海上にある貨物にも
適用される事例発生

•今後、見積と請求の差異が拡
大しやすくなる
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ルムズ海峡の安全通航枠組み（海上回廊）構築を提案・推進した。外務省は英・仏・独・伊・蘭と

連携し首脳共同声明で IEA 協調放出を歓迎した。こうした政府の動きは一定の評価ができる。 

ただし、政府対応には構造的な限界がある。備蓄は有限であり、「量の確保」は時間を買う施策に

すぎない。保険条件と船員安全という「経済途絶」の側面は、政府の枠組みだけでは解決できな

い。IMO が議論している海上回廊の実務運用が確立するまでには、なお時間がかかる。 

 

 3. これはホルムズだけの問題ではない――チョークポイント危

機の普遍構造 

 

今回の教訓を「ホルムズ対策」としてまとめることは誤りだ。2019 年のアラビア海、2021 年のス

エズ座礁、2023〜24 年の紅海フーシ派攻撃、そして今回のホルムズ——チョークポイント危機は

場所を変えて繰り返されてきた。構造は毎回同じで、日本企業も毎回同じ縦割り対応でコストを増

幅させてきた。問うべきは「ホルムズ対策」ではなく「どのチョークポイント危機にも対応できる

組織設計」だ。 

 

図表 5. 世界の主なチョークポイント ([10]より編集/作成) 
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 4. 企業がとるべき対応―「部門最適の罠」を超えた横串対応が危

機コストを決める 

4.1 部門間の意思決定基準・情報断絶が生む弊害 

今次危機で企業が被った損害の多くは「供給が止まったこと」による損害ではなく、「部門間の断

絶が対応の遅延とコストの増幅を生んだこと」による損害だった。図表 6 は、筆者が実務の現場で

観察した「断絶パターン」を整理したものだ。 

図表 6. 部門間断絶が生む典型的な被害パターン 

断絶パターン 関係する部門 典型的な被害 

保険通知の見落とし 法務 × 物流 戦争リスク保険の通知義務違反により補償不払いが発

生。輸送途中の損害を全額自社負担 

サーチャージ転嫁の

遅れ 

経営 × 営業 短い告知で導入されたサーチャージを顧客に転嫁でき

ず、数千万円を自社が丸ごと負担 

MOQ1違反とペナル

ティ 

調達 × 法務 スポット代替調達を確保した結果、長期契約の最低発

注量を割り込みペナルティが発生 

CCC2の悪化と資金繰

り 

物流 × 財務 在庫増・前倒し決済でキャッシュが詰まるが、月次決

算まで経営が実態を把握できない 

生産計画と調達の非

同期 

製造 × 調達 調達が手配した代替品の仕様・納期が製造計画と合わ

ず、ライン停止リスクが顕在化 

 

これらの共通構造は、「知っている部門」「動ける部門」「決められる部門」がバラバラに存在し

ていることだ。解決策は縦割りの廃止ではない。「危機時に何を、誰と、どのタイミングで同期す

るか」を平時に設計しておくこと——これを筆者は「横串対応の接続点設計」と呼ぶ。 

具体的には、以下の 3 点を「横串で共有する共通台帳」として経営・法務・物流・調達の全員が同

一バージョンで管理することが出発点となる。 

  

 
1 MOQ (Minimum Order Quantity; 最終発注数量):サプライヤーが設定する「最小発注数量」のこと 

2 CCC (Cash Conversion Cycle; キャッシュコンバージョンサイクル)：仕入代金の支払から売上金の回収までにかかる期間を日数で表し

た、資金繰りの効率性を示す財務指標 
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4.3 企業が取るべき対応とは 

そこで、まず手を付ける最優先事項は「輸送と調達を止めない設計」である。重要品目の在庫カバ

ー日数・ETA 変動・未確定ブッキング・港湾滞留量・代替供給確度の共通認識化と、しきい値の

共通合意が必要となる(図表 7) 

 

図表 7. グローバルサプライチェーン不確実性時代に、企業が取るべき対応 

時間軸 経営  

(Management) 

法務 

 (Legal) 

物流 

 (Logistics) 

調達  

(Procurement) 

短期 

数日〜数週間 

▶ 重要品目の在庫カ

バー日数のしきい値

設定 

 

▶ 限界値超過時の費

用許容枠と意思決定

者の事前定義 

▶ 不可抗力条項の適

用可否の精査 

 

 

▶ 戦争リスク保険の

付保条件・通知義

務・免責事項の確認 

▶ 入荷 ETA 変動と

未確定ブッキングの

可視化 

 

▶ サーチャージ転嫁

ルールの標準化 

▶ 代替供給元におけ

るスポット枠確保 

 

 

▶ 前倒し支払い発生

時のキャッシュアウ

ト枠の確保 

4.4 企業の姿勢をオプション価値重視へ転換せよ 

短期の止血が一段落したら、サプライチェーン設計の思想そのものを問い直す必要がある。チョー

クポイント危機が繰り返されるという前提に立つなら、「Just-in-Time とコスト最小化」を至上と

する「平時最適型」から、「止まらないキャッシュ創出を優先する」「オプション価値重視型」へ

のパラダイムシフトは不可避だ（図表 8）。 

図表 8. サプライチェーン設計のパラダイムシフト 

視点 Before（平時最適） After（オプション価値重視） 

設計思想 Just-in-Time とコスト最小化 「どこが壊れれば自社のキャッシュ創出

が止まるか」の定量化と耐障害性の確保 

ネットワーク 単一チョークポイント依存によるスケー

ルメリットの追求 

冗長化された複数回廊（Corridor）の構

築によるリスク分散 

評価指標（KPI） 単位あたりの着地物流費 財務（CCC 等）への影響を組み込んだ

在庫配置と物流の総合収益性 

在庫方針 在庫はコスト。圧縮が善 止められない操業を支える原料の在庫は

「保険」。コスト削減の対象外 
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 5. 科学的リスク管理――不確実性コーンとシナリオ設計 

5.1 「一点予測」から「シナリオのポートフォリオ」へ 

「3 ヶ月で解決するはず」という一点予測に賭けた企業が、半年後も事態が続いて計画破綻するパ

ターンは過去の危機でも繰り返されてきた。有効なアプローチは「不確実性コーン（Cone of 

Uncertainty）」の概念を経営に組み込むことだ（Schoemaker, Day & Snyder, 2013）。単一の予測

に依存せず、複数のシナリオが分岐する可能性空間を認識した上で、各シナリオに対してオプショ

ンを保有し続ける思考フレームである。 

 

図表 9. 不確実性コーン 

5.2 シナリオと意思決定ルールの事前設計 

シナリオ設計のポイントは「正しさ」ではなく「各シナリオが現実化した際に、誰が何をどこまで

の費用で、誰に相談せずに決められるかを事前に定めること」だ。「戦況予測」よりも「物流が実

務上成立する条件（保険・安全・採算）」をトリガーに置くことで、政治的な「停戦合意」と実務

的な「物流再開」の時間差に対応できる（図表 10）。 

図表 10. チョークポイント危機の 3 シナリオ設計 

シナリオ 内容・条件 企業への影響 優先対応 

S1 早期部

分再開 

海上回廊・護衛・保険支援が機

能し通航が段階的に戻るケー

ス。政治的停戦≠実務的再開 

保険料・傭船料はしばらく高止

まり。「再開＝平時復帰」の誤

解で計画を誤るリスク 

コスト転嫁と契約条

件の確定を優先 

S2 高コス

ト常態化 

通航が部分的にしか戻らず高コ

ストが続くケース。Oxford 

Economics 等が蓋然性を示す 

在庫増・前倒し支払・与信増が

CCC を圧迫。物流費より財務

悪化が経営を直撃 

シナリオ別資金計画

と調達ポートフォリ

オ再設計 

S3 供給制

約の長期化 

通航が長期にわたり実務上成立

せず、備蓄放出の猶予を超えて

供給制約が顕在化 

「何を止め、何を動かすか」の

事前定義がない企業ほど高値買

いと減産が同時に起きる 

BCP 発動・生産優先

順位の事前確定・代

替材認定の前倒し 

 

 

現在

未来

シナリオ

シナリオ

シナリオ

予測

1年目

スタート
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 6. まとめ――「次の危機」に備える組織をいま設計する 

本稿では、2026 年 2 月末のホルムズ危機の事実を起点に、日本への影響・日本の対応・そして対

応の限界を辿った。状況は執筆時点（2026 年 3 月末）以降も変化し続ける。しかしだからこそ、

本稿の主張は「情勢次第で変わる処方箋」ではなく「どんなチョークポイント危機にも転用できる

組織設計の原則」として位置づけている。 

第一の結論。チョークポイント危機の本質は「場所が変わるだけで、繰り返し起きる」。ホルムズ

が落ち着いても、次はスエズ・マラッカ・バブ・エル・マンデブかもしれない。備えの窓は危機の

合間にしか開かない。 

第二の結論。危機対応の勝敗は「横串の組織設計」が決める。保険台帳・不可抗力判定フロー・サ

ーチャージ転嫁ルールを平時に整備し、「短期：止血」と「長期：構造転換」の 2 層で経営・法

務・物流・調達が同期して動ける仕組みを持つこと。これが、コスト最小化への唯一の近道だ。 

第三の結論。科学的なシナリオ設計を経営会議の定例議題に組み込むこと。「今の状況がどのシナ

リオに近いか」を週次で判断し、あらかじめ設計した対応を実行できる組織こそが、チョークポイ

ント時代の競争優位を手にする。 
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※本稿の情報は 2026 年 3 月末時点のものです。最新の状況は各省庁・国際機関の公式発表をご参照ください。 
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